
群馬県の生活環境を保全する条例施行規則の一部改正について 

令和６年２月８日 環境森林部環境保全課 

１ 改正の趣旨 

令和６年１月に排水基準を定める省令及び水質汚濁防止法施行規則が改正され、六価クロム化合物

の排水基準値等の変更及び大腸菌群数から大腸菌数への排水基準の項目変更が行われる。これを踏ま

え、「群馬県の生活環境を保全する条例施行規則」の所要の改正を行う。 

２ 改正の概要 

（１）水質汚濁防止法施行令、同法施行規則及び排水基準を定める省令の改正 

＜六価クロム化合物に係る改正＞ 

（令和６年４月１日施行、令和６年９月３０日まで現有施設への経過措置あり） 

 

＜大腸菌群数に係る改正＞ 

（令和７年４月１日施行） 

 

 

（２）群馬県の生活環境を保全する条例施行規則の改正（案） 

水質汚濁防止法との整合を図るため、水質特定施設に係わる特定排出水規制基準（条例第３１条

第１項・規則第２１条第１項）、水質浄化基準（条例第４４条第１項・規則第２７条第２項）につい

て、（１）と同様に改正を行う。 

＜六価クロム化合物に係る改正＞ 

（令和６年４月１日施行、令和６年９月３０日まで現有施設への経過措置あり） 

 

＜大腸菌群数に係る改正＞ 

（令和７年４月１日施行） 

 

 

なお、条例第３１条第１項及び第４４条第１項の規定に基づく規則を変更するときは、環境審議

会の意見を聴かなければならないとされている（条例第１２４条）。 

【基準の種類について】 

 ※１ 特定排出水規制基準：群馬県の生活環境を保全する条例の規制対象である「水質特定事

業場」から排出される水に適用される基準。 

基準の種類 改正後 改正前

排水基準 0.2 mg/L 0.5 mg/L

地下水の浄化命令に
関する浄化基準

0.02 mg/L 0.05 mg/L

基準の種類 改正後 改正前

排水基準 大腸菌数：800 CFU/mL 大腸菌群数：3,000 個/cm3

基準の種類 改正後 改正前

特定排出水規制基準※１ 0.2 mg/L 0.5 mg/L

水質浄化基準
※２ 0.02 mg/L 0.05 mg/L

基準の種類 改正後 改正前

特定排出水規制基準
※１ 大腸菌数：800 CFU/mL 大腸菌群数：3,000 個/cm3

umezawa-shinichi
テキストボックス
資料４－２



 ※２ 水質浄化基準   ：知事は、水質特定事業場において水質有害物質を含む水の地下へ

の浸透があったことにより、現に人の健康に係る被害が生じ、又

は生ずるおそれがあると認めるときに地下水の水質の浄化のため

の措置を命じることができる。条例においては、水質有害物質の

種類ごとに浄化基準を定め、当該基準を達成することを求めてい

る。 

３ 今後の予定 

令和５年度     ２月：水質部会での審議・環境審議会の答申、パブリックコメントの実施 

３月：「群馬県の生活環境を保全する条例施行規則の一部を改正する規則」

（案）の決定・公布 

 令和６年度   ４月１日：施行（六価クロムに係る部分） 

 令和７年度   ４月１日：施行（大腸菌数に係る部分） 
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群馬県の生活環境を保全する条例施行規則改正案 新旧対照表 
 

改 正 後 改 正 前 

 

（特定排出水規制基準） 

第二十一条 条例第三十一条第一項に規定する特定排出水規制基準は、水質有害

物質による特定排出水の汚染状態については別表第八の上欄に掲げる水質有害

物質の種類ごとに同表の下欄に掲げるとおりとし、その他の特定排出水の汚染

状態については別表第九の上欄に掲げる項目ごとに同表の下欄に掲げるとおり

とする。 

２ 前項の特定排出水規制基準（ホルムアルデヒドに係る特定排出水規制基準を

除く。）にあっては水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三十八号）第三条第

一項に規定する排水基準に係る検定方法によって、ホルムアルデヒドに係る特

定排出水規制基準にあっては日本工業規格Ｋ〇一〇二の二十九・一に定める方

法によって検定した場合における検出値によるものとする。 

 

別表第八（第二十一条関係） 

水質有害物質の種類 許容限度 

～略～ 

六価クロム化合物 一リットルにつき六価クロム〇・二ミリグラム 

～略～ 

備考 「検出されないこと。」とは、水質汚濁防止法第三条第一項に規定する排水
基準に係る検定方法により特定排出水の汚染状態を検定した場合において、そ
の結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 

 

 

（特定排出水規制基準） 

第二十一条 条例第三十一条第一項に規定する特定排出水規制基準は、水質有害

物質による特定排出水の汚染状態については別表第八の上欄に掲げる水質有害

物質の種類ごとに同表の下欄に掲げるとおりとし、その他の特定排出水の汚染

状態については別表第九の上欄に掲げる項目ごとに同表の下欄に掲げるとおり

とする。 

２ 前項の特定排出水規制基準（ホルムアルデヒドに係る特定排出水規制基準を

除く。）にあっては水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三十八号）第三条第

一項に規定する排水基準に係る検定方法によって、ホルムアルデヒドに係る特

定排出水規制基準にあっては日本工業規格Ｋ〇一〇二の二十九・一に定める方

法によって検定した場合における検出値によるものとする。 

 

別表第八（第二十一条関係） 

水質有害物質の種類 許容限度 

～略～ 

六価クロム化合物 一リットルにつき六価クロム〇・五ミリグラム 

～略～ 

備考 「検出されないこと。」とは、水質汚濁防止法第三条第一項に規定する排水
基準に係る検定方法により特定排出水の汚染状態を検定した場合において、そ
の結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 

 

 



2 / 4  

 

  

 

改 正 後 改 正 前 

（特定排出水規制基準） 

第二十一条 条例第三十一条第一項に規定する特定排出水規制基準は、水質有害物

質による特定排出水の汚染状態については別表第八の上欄に掲げる水質有害物

質の種類ごとに同表の下欄に掲げるとおりとし、その他の特定排出水の汚染状態

については別表第九の上欄に掲げる項目ごとに同表の下欄に掲げるとおりとす

る。 

２ 前項の特定排出水規制基準（ホルムアルデヒドに係る特定排出水規制基準を除

く。）にあっては水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三十八号）第三条第一

項に規定する排水基準に係る検定方法によって、ホルムアルデヒドに係る特定排

出水規制基準にあっては日本工業規格Ｋ〇一〇二の二十九・一に定める方法によ

って検定した場合における検出値によるものとする。 

 

別表第九（第二十一条関係） 

項目 許容限度 

～略～ 

大腸菌数（単位 一ミリリットルにつきコロニー形成

単位） 

日間平均八〇〇 

～略～ 

備考 
１ 「日間平均」による許容限度は、一日の特定排出水の平均的な汚染状態につい
て定めたものである。 

２ この表に掲げる特定排出水規制基準は、一日当たりの平均的な特定排出水の
量が一〇立方メートル以上である工場又は事業場に係る特定排出水について適
用する。 

３ 水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての特定排出水規制基準は、硫黄
鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を掘採する鉱業を含む。）に属する工場又は事業
場に係る特定排出水については適用しない。 

４ 生物化学的酸素要求量についての特定排出水規制基準は、湖沼以外の公共用
水域に排出される特定排出水に限って適用し、化学的酸素要求量についての特
定排出水規制基準は、湖沼に排出される特定排出水に限って適用する。 

５ 窒素含有量についての特定排出水規制基準は、利根川水系に係る河川及びこ
れに流入する公共用水域に排出される特定排出水に限って適用する。 

 
 

（特定排出水規制基準） 

第二十一条 条例第三十一条第一項に規定する特定排出水規制基準は、水質有害物

質による特定排出水の汚染状態については別表第八の上欄に掲げる水質有害物

質の種類ごとに同表の下欄に掲げるとおりとし、その他の特定排出水の汚染状態

については別表第九の上欄に掲げる項目ごとに同表の下欄に掲げるとおりとす

る。 

２ 前項の特定排出水規制基準（ホルムアルデヒドに係る特定排出水規制基準を除

く。）にあっては水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三十八号）第三条第一

項に規定する排水基準に係る検定方法によって、ホルムアルデヒドに係る特定排

出水規制基準にあっては日本工業規格Ｋ〇一〇二の二十九・一に定める方法によ

って検定した場合における検出値によるものとする。 

 

別表第九（第二十一条関係） 

項目 許容限度 

～略～ 

大腸菌群数（単位 一立方センチメートルにつき個） 日間平均三、〇〇〇 

～略～ 

備考 
１ 「日間平均」による許容限度は、一日の特定排出水の平均的な汚染状態につい
て定めたものである。 

２ この表に掲げる特定排出水規制基準は、一日当たりの平均的な特定排出水の
量が一〇立方メートル以上である工場又は事業場に係る特定排出水について適
用する。 

３ 水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての特定排出水規制基準は、硫黄
鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を掘採する鉱業を含む。）に属する工場又は事業
場に係る特定排出水については適用しない。 

４ 生物化学的酸素要求量についての特定排出水規制基準は、湖沼以外の公共用
水域に排出される特定排出水に限って適用し、化学的酸素要求量についての特
定排出水規制基準は、湖沼に排出される特定排出水に限って適用する。 

５ 窒素含有量についての特定排出水規制基準は、利根川水系に係る河川及びこ
れに流入する公共用水域に排出される特定排出水に限って適用する。 
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改 正 後 改 正 前 

 

（地下水の水質の浄化に係る措置命令等） 

第二十七条 （略） 

２ 条例第四十四条第一項の必要な限度は、地下水に含まれる水質有害物質の量

について別表第十の上欄に掲げる水質有害物質の種類ごとに同表の下欄に掲げ

る基準値（以下「水質浄化基準」という。）を超える地下水に関し、次の各号に

掲げる地下水の利用等の状態に応じて当該各号に定める地点（以下「水質測定

点」という。）において当該地下水に含まれる水質有害物質の量が水質浄化基準

を超えないこととする。ただし、同項又は同条第二項の命令を二以上の水質特定

事業場の設置者又は設置者であった者に対して行う場合は、当該命令に係る地

下水の測定点における測定値が水質浄化基準を超えないこととなるようにそれ

らの者の水質特定事業場における水質有害物質を含む水の地下への浸透が当該

地下水の水質の汚濁の原因となると認められる程度に応じて定められる当該地

下水に含まれる水質有害物質の量の削減目標（以下「削減目標」という。）を達

成することとする。 

一から四まで （略） 

 

別表第十（第二十七条関係） 

水質有害物質の種類 基準値 

～略～ 

六価クロム化合物 一リットルにつき六価クロム〇・〇二ミリグラム 

～略～ 

備考 「検出されないこと。」とは、水質汚濁防止法施行規則第九条の四の規定に

基づく測定方法により地下水の汚染状態を測定した場合において、その結果が当

該測定方法の定量限界を下回ることをいう。 

 

 

 

（地下水の水質の浄化に係る措置命令等） 

第二十七条 （略） 

２ 条例第四十四条第一項の必要な限度は、地下水に含まれる水質有害物質の量

について別表第十の上欄に掲げる水質有害物質の種類ごとに同表の下欄に掲げ

る基準値（以下「水質浄化基準」という。）を超える地下水に関し、次の各号に

掲げる地下水の利用等の状態に応じて当該各号に定める地点（以下「水質測定

点」という。）において当該地下水に含まれる水質有害物質の量が水質浄化基準

を超えないこととする。ただし、同項又は同条第二項の命令を二以上の水質特定

事業場の設置者又は設置者であった者に対して行う場合は、当該命令に係る地

下水の測定点における測定値が水質浄化基準を超えないこととなるようにそれ

らの者の水質特定事業場における水質有害物質を含む水の地下への浸透が当該

地下水の水質の汚濁の原因となると認められる程度に応じて定められる当該地

下水に含まれる水質有害物質の量の削減目標（以下「削減目標」という。）を達

成することとする。 

一から四まで （略） 

 

別表第十（第二十七条関係） 

水質有害物質の種類 基準値 

～略～ 

六価クロム化合物 一リットルにつき六価クロム〇・〇五ミリグラム 

～略～ 

備考 「検出されないこと。」とは、水質汚濁防止法施行規則第九条の四の規定に

基づく測定方法により地下水の汚染状態を測定した場合において、その結果が当

該測定方法の定量限界を下回ることをいう。 
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改 正 後 改 正 前 

   附 則 

１ この規則は、令和六年四月一日から施行する。ただし、別表第九の改正規定は、

令和七年四月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に設置されている水質特定事業場（設置の工事がなされ

ているものを含む。）から排出される特定排出水の六価クロム化合物についての特

定排出水規制基準は、令和六年九月三十日までの間は、改正後の別表第八の規定に

かかわらず、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

水質汚濁防止法施行規則等の一部を改正する省令案の概要 

 

令 和 ５ 年 1 0 月 

環境省水・大気環境局 

 

１．経緯・背景 

令和４年４月、環境基本法に基づく水質汚濁に係る環境基準のうち、公共用水域

及び地下水の水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の項目である「六価

クロム」については、新たな知見を踏まえ、環境基準値の変更が行われた。また、

生活環境の保全に関する環境基準の項目である「大腸菌群数」については、簡便な

大腸菌の培養技術が確立されたことを踏まえ、より的確にふん便汚染を捉えること

ができる指標である「大腸菌数」に見直された。 

こうした環境基準の見直し状況を踏まえ、公共用水域及び地下水の水質の汚濁を

防止するため、水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号）に基づく排出水の排出、

地下浸透水の浸透等の規制に係る基準を定めている以下の省令に関して、所要の改

正を行う。 

 

２．改正案の概要 

（１）水質汚濁防止法施行規則（昭和 46 年総理府・通商産業省令第２号）の改正 

   水質汚濁防止法施行規則第９条の３第２項において定める地下水の水質の

浄化措置命令に関する浄化基準のうち、「六価クロム化合物」について 0.02 

mg/L に改める。 

 

（２）排水基準を定める省令（昭和 46 年総理府令第 35 号）の改正 

   排水基準を定める省令第１条において定める排水基準のうち、別表第１に掲

げる「六価クロム化合物」に係る許容限度を 0.2 mg/L に改める。 

   また、同基準のうち、別表第２に掲げる「大腸菌群数」を「大腸菌数」に改

め、同項目に係る許容限度を 800CFU（コロニー形成単位）/mL に改める。 

なお、「六価クロム化合物」に係る排水基準について、電気めっき業に属する

特定事業場からの排出水には、暫定排水基準として 0.5 mg/L を３年間適用す

る。 

   

３．根拠法令条項 

・水質汚濁防止法第３条第１項、第 14 条の３及び第 27 条 
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４．施行日（予定） 

 公 布 ：令和５年 12 月 

施 行 ：令和６年４月１日（六価クロム化合物に係る改正） 

     令和７年４月１日（大腸菌群数に係る改正） 

経過措置：排水基準を定める省令の一部を改正する省令の施行の際、現に設置さ

れている水質汚濁防止法第２条第２項の特定施設（設置の工事がなさ

れている施設を含む。）を設置する特定事業場の排出水の六価クロム

化合物についての排水基準は、この省令の施行の日から６月間（当該

施設が水質汚濁防止法施行令（昭和 46 年政令第 188 号）別表第３に

掲げる施設である場合にあっては、１年間）は、なお従前の例による

こととする。 






